アメリカ ニオケル ギンコウギョウ ト ギョウム ブンヤ キセイ ノ ヘンセン ギンコウギョウ ト ショウケンギョウ ショウギョウ ノ ブンリ ト ケツゴウ by 高山, 浩二
 
 
氏     名   高山 浩二 
学 位 の 種 類   博士（ 商学 ） 
学 位 記 番 号   第 5283 号 
学位授与年月日   平成 21 年 3 月 24 日 
学位授与の要件   学位規則第４条第 1 項該当者 
学 位 論 文 名   アメリカにおける銀行業と業務分野規制の変遷  
           ―銀行業と証券業・商業の分離と結合― 
論文審査委員   主 査 教 授 青山 和司     副 査 教 授 片岡   尹 
          副 査 教 授 清田   匡 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究の目的は、アメリカにおける銀行業と商業の分離と結合の歴史的展開を考察することで、ア
メリカ信用制度の特質を明らかにすることである。これまでのアメリカ銀行業の業務分野規制に関す
る研究の多くは、銀行業と証券業の関係に注目していた。これは、そうした先行研究が、銀行業と証
券業の分離を規定した 1933 年のグラス・スティーガル法に着目したことによる。しかし、1999 年
のグラム・リーチ・ブライリー法（以下、GLB 法と略記）の制定によって、金融持株会社を通じた
間接的な金融統合が制度的に認められたことで、銀行業と証券業の関係に関する議論は一応の決着を
みた。一方で、GLB 法では、銀行業と一般事業との分離を強化した。そのため、現在では銀行業と
商業の分離といった場合の商業とは、非金融業一般を指すものとして理解するのが適切である。証券
業と商業とを区別し、改めてアメリカ銀行業と業務分野規制の展開を考察することに本研究の意義が
ある。 
 第 1 章では、アメリカにおいて銀行業と商業が分離されることになった背景を明らかにした。ア
メリカでは植民地時代から銀行をめぐっての対立が存在し、都市部の商人階層や集権主義者を基盤と
して誕生した商業銀行に対する地方の農民階層や分権主義者による反発は強かった。銀行業と商業の
分離は、こうしたアメリカ社会構造の銀行制度への反映の 1 つであった。他方で、アメリカ独自の
二元主義は、連邦レベルでの銀行業と商業の分離を回避することを可能にし、多くの州法銀行が運河
建設や鉄道建設の資金源として利用された。 
 第 2 章では、大恐慌とそれに続く銀行改革によって、銀行業と商業の分離が銀行業と証券業の論
理のなかに包摂された経緯を明らかにした。証券市場の発展と規制緩和を背景として、19 世紀後半
から 20 初頭にかけてアメリカの銀行は積極的に証券業務に参入した。大恐慌後の 1930 年代の銀行
改革では、証券子会社を利用したさまざまな不正が暴露され、銀行業と証券業が分離されることにな
った。そして、1970 年の銀行持株会社法の改正に至るまで、銀行持株会社に対する規制というかた
ちで銀行業と非銀行業の分離が強化された。この期間の分離強化の基礎には、大恐慌の際に顕在化し
た利益相反を防止するという考え方があった。そして、銀行業と商業の分離もこうした考え方のなか
に包摂されたのであった。 
 第 3 章では、1980 年代以降の金融自由化の進展のなかで、銀行業と商業の分離が維持された背景
について考察した。1980 年代以降、業務分野規制の根拠としての利益相反の地位は大きく後退し、
アメリカ銀行制度を特徴づけていた地理的規制や業務分野規制などの緩和が進展した。規制緩和の結
果、アメリカの銀行業は大規模化と業務の多角化を推し進める一部の銀行と、小規模を維持し地域に
おいて伝統的業務を展開する銀行とに二極化が進んだ。一部の銀行の大規模化と多角化は、アメリカ
社会における巨大な経済力を有する銀行に対する反発を呼び起こし、GLB 法における銀行業と商業
の分離の強化へとつながった。 
 第 4 章では、GLB 法制定以後の異業種による銀行業参入の実態について明らかにした。GLB 法で
は金融持株会社を通じた金融統合と銀行業と商業の分離の維持という枠組みを形成したが、GLB 法
以後、実際にはインダストリアル・ローン・カンパニー（以下、ILC と略記）という金融機関を通
じた異業種の銀行業参入が進展している。ILC は州法によって設立される金融機関であるため、実
態的には銀行として機能しているにも拘わらず、連邦レベルでの規制を回避することが可能となる。
アメリカの強固な二元主義は、現代では ILC という州免許の金融機関を通じた銀行業と商業の結合
を可能にしている。 
 第 5 章では、現代の商業会社、なかでも大手小売業が銀行業に参入しようとする背景と、それに
対する議会や監督当局の対応を明らかにした。現代の銀行は、インストア・ブランチやクレジット・
カード業務を展開することで積極的に消費者信用に参入している。こうした銀行業の変容や技術革新
は、従来の銀行業と小売業との境界線を引き下げることになった。現在、アメリカの大手小売業は、
銀行業に参入することで新たな収入源を獲得すると同時に、決済に関連して銀行に支払う手数料を節
約しようとしている。しかし、大規模な店舗網を保有する大手小売業の銀行業参入は、小規模な銀行
が支配するアメリカの金融システムに変革をもたらす可能性があり、大きな反発を呼んでいる。こう
したことを受けて、議会や監督当局は、自動車メーカーなどの ILC の取得を認める一方で小売業の
ILC 取得を禁止しようとしている。これは、依然としてアメリカ社会において小規模な銀行が強い
影響力を保持していることを示しているといえる。 
 以上のことから、現代のアメリカ信用制度が 2 つの側面を有していることを指摘できる。1 つは、
1990 年代以降、世界を席巻した規制緩和と金融コングロマリット化を推し進めるという側面である。
もう 1 つは、小規模な銀行の意向を銀行制度に反映させようとする側面である。規制緩和と金融統
合が進展する一方で、銀行業と商業の分離の原則が維持されているということは、アメリカ社会にお
いて巨大な経済力を保持する銀行に対する反発が、現在でも根強いことを示しているといえる。 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、アメリカの銀行制度における業務分野規制、とりわけ銀行業と一般事業との分離規制につ
いて、歴史的な観点から考察するとともに、現在この規制に関連してどのような問題が起きているか
論じている。 
 序章では、本論文の課題と意義、構成と内容が述べられている。 
 第１章では、アメリカにおいて銀行業と商業とが分離されることになった歴史的経緯について考察
している。この分離は植民地時代においては、商業資本を基盤として設立された銀行業と、銀行の経
済力の強大化に反対する農民層との間の利害対立に起因し、独立後は連邦主義と州権主義との対立に
起因していたと論じられている。しかし、他方で州政府は、内部開発事業に従事する事業会社に州法
銀行の設立を認可し、銀行業と一般事業との結合が行われたことが指摘されている。 
  第２章では、19 世紀後半から 1970 年までの期間における銀行業と証券業や一般事業との分離問題
について考察している。20 世紀初頭に銀行の証券業への参入が進んだが、1933 年銀行法により、利
益相反を排除するために銀行業と証券業の分離が行われたこと、そして銀行持株会社を通じた業務範
囲の拡大を防ぐため、1956 年の銀行持株会社法の制定と 1970 年の同法の改正により、銀行業と非銀
行業務との分離原則が維持されたことが示されている。 
 第３章では、1980 年代以降における金融制度改革と金融構造の変化について考察している。この
時期は、金融の自由化と銀行の業務分野規制の緩和が進展した時代であり、1999 年金融制度改革法
(GLB 法)の制定により、銀行業と証券業の分離規制は撤廃された。しかし、規模の小さいコミュニ
ティ銀行の反対により銀行業と一般事業との分離規制は、維持されたことが指摘されている。 
 第４章では、インダストリアル・ローン・カンパニー(ILC)という金融機関について考察し、証券
会社、自動車会社、商業会社等が ILC の取得を通じて、実質的に銀行業に参入していることが明ら
かにされている。 
 第５章では、全国展開する大規模な小売業が ILC を通じて銀行業に参入する要因について、銀行
のクレジット・カード業務との関連で考察している。ここでは、カード業務に伴う消費者信用からの
収益とカード決済に伴うインターチェンジ手数料の問題が、大きな要因であることが指摘されてい
る。 
 本論文の評価できる点として次の３点をあげることができる。 
 第１に、これまでアメリカの銀行の業務分野規制にする研究は、証券業務の分離に関する研究が中
心であったが、本論文は証券業務に加えて、銀行と事業会社・商業会社との関係について、植民地時
代から現代に至るまで歴史的な視点から考察を行ったことである。 
 第２に、アメリカでは独立後の経済開発の時期に、州法銀行が運河や鉄道事業を行う事例があった
が、大銀行や経済独占に対する根強い反発は、こうした銀行と一般事業会社との結合を阻止する分離
政策の推進に大きな役割を果たすようになったことを明らかにしたことである。この事業会社との分
離原則は、金融持株会社を通じた銀行の証券業務や保険業務の参入を認めた GLB 法においても継承
された。 
 第３に、近年の証券会社や事業会社による銀行業への参入問題について考察し、こうした参入がイ
ンダストリアル・ローン・カンパニー(ILC)という実質的に銀行機能を持つ特殊な金融機関を利用し
ていることを明らかにしたことである。そして、クレジット・カードの決済手数料の分析を通じて、
この決済手数料の節約が大手小売業者による銀行業への参入契機となっていることを明らかにして
いる。 
  このように本論文は、歴史的な視点から現代の銀行業の業務分野規制ついて考察を行い、これまで
の研究で不十分であった、銀行と事業会社の業務分野規制に関する研究の進展に寄与したという点で
大いに評価できる。 
 以上により、審査委員会は全員一致で、本論文が博士(商学)を授与するに値するものと認める。 
 
